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（論文） 
「科学技術」ということばにある政治性 
小川 信雄 
 
 
はじめに 
 2011年3月11日の東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故は、日本の科学と技術の問題点を
浮きぼりにした。原理的に核爆弾と原子力発電は同じもの（「原子力」という用語は日本では民事利用を指す
ものとして理解されているが、軍事利用と民事利用の両者を含む用語としては「核エネルギー」ないし「原子
核エネルギー」という用語が正しい）であり、その核反応と発生した放射性物質は、基本的に科学や技術の能
力をもっては制御不可能なものである。「フクシマ」の事故によって、日本列島のみならずアジア・太平洋地域
に放射性物質をまきちらしているのである。これから数百年から数万年は放射能の被害はつづく。こうした深
刻な事態がじわじわとすすんでいるにもかかわらず、「原子力の平和利用」の促進や経済発展の基礎になる
エネルギー供給は、原子力発電でなければ不可能であるという「詐術的」言論をふりまいていた朝日新聞を
はじめとするジャーナリズムや「原子力」を権益とする政治家、東京電力などはじめとする原子力関連の経済
産業界、東京大学工学部原子力工学科などをトップとする原子力関連の学会、学界などが集まった利益集
団は、閉鎖的・排他的な存在であり、「原子力ムラ」とも呼んでいる（この集団は「原発マフィア」とよんでもよい）
彼らは「フクシマ」の事故の反省はまったく不十分である。のど元すぎればとばかり（実は事故による被害は終
わっていないから、のど元もすぎてはいないのであるが）、失地回復をはかろうとしている。 
 生理学者杉靖三郎に関する「転向研究」から考えられることは、自分が転向したという自覚もなしに、ただ状
況に追随することによって、自分という存在を維持して、生活しているということである。「原発マフィア」は自覚
することもなく、自分たちは閉鎖的・排他的ではなく、犯罪的なおこないはしていない、むしろ誠実に原発事
故に対処していると本気で考えているかもしれない（2012年2月6日付『朝日新聞』の記事によれば、
2011年10月3日の内閣府原子力委員会の新原子力政策大綱作成会議において、山口彰大阪大学教授は
「福島の事故を受けて安全対策は随分とられている。最新の炉は安全性も向上している」と語り、山名元京都
大学教授は「原子力は日本を支えていく大事なエネルギー」「（使用済み核燃料を使う）高速炉の開発は続け
るべきだ」と発言している。この二人と田中知東京大学教授の三人の委員は公開された、過去5年間のみで
合計1800万円以上の寄付金を原発関連の企業・団体から受けてもいる、と報じられている。彼らの問題はな
いという発言は、まさに「李下に冠をたださず」ではなく、「李下に冠をただす」おこないそのものである。このよ
うな研究者を委員から罷免することが、市民社会の倫理であり、論理であるが、そうはなっていない）。 
 「原発」問題の不透明性や危険性に警告を発していた故高木仁三郎をはじめとする科学研究者、技術者、
人文社会科学の研究者や一部の政治家などの批判・警告に一切、耳をかさず討論さえも拒んでいた「原発
マフィア」はあきらかに犯罪的である。社会科学研究においても、「フクシマ」の問題の投げかける課題―なぜ
「原発マフィア」の詐術や横行を許してしまったかということを、解明しなければならないだろう。 
 この「科学技術」のありかたの再検討をこころみる、キーワードとなるものが「科学技術」ということばの誕生と
そのことばが含意する「政治性」を検討することであり、本稿では、つぎのような見通しを得たいと考えている。
第一は「科学技術」ということばは、近現代日本の特有のことばであり、英語、仏語、独語には「科学技術」に
あたることばはないことを確認する。第二としては「科学技術」ということばはアジア・太平洋戦争期、とくに戦
時体制のなかで、戦力増強、国家総力戦にむけて、つまり戦争遂行のために科学、技術を動員・利用しょうと
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して生まれて、流布し使用されたことばである。つまり「科学技術」ということば総動員政策のなかで生まれ、使
用されたものであり、その意味できわめて「政治性」の高いことばである、ということである。第三には、戦後に
なっても無意識に自覚なく「科学技術」ということばがつかわれたということである。この「科学」「技術」の世界
で「戦争責任」についての議論はほとんどおこなわれなかったといってよいであろう。それは戦後復興期、高
度成長期、ポスト高度成長期においても大差なく、一部の「良心的」な科学者坂田昌一らの発言や科学運動
があった（樫本喜一編、坂田昌一『原子力をめぐる科学者の社会的責任』）が、政治による「原子力の平和利
用」という「詐術」によって、「原発」推進体制がなし崩し的につくられたのである。第四には、現代では、科学
は科学者の世界内部だけで済ませられないさまざまな問題がうまれていることである。この問題はScience, 
Technology and Society  STSとして扱うものであるにもかかわらず、一般の自然・人文社会科学者はあい
かわらず、「科学技術」という「政治性」のあることば（西川長夫『パリ五月革命 私論 転換点としての68年』
456頁）を使用しているという、以上の四点である。 
 
1．「科学」、「技術」ということば 
  日本語の「科学技術」という用語の英語・仏語・独語などでの表現はない。英語では「科学」は「science」、
「技術」は「technology」であり、仏語・独語も同様である。「科学技術」ということばは、近現代日本に生まれた、
特有のことばである。いくつかの辞書は「科学技術」＝technologyとしているが、これは正確ではない。飯田
賢一は、日本の近代「科学技術」思想の形成の歴史的特質を検討するに際して、江崎玲於奈の「世界の技
術革新と日米の比較」（『蔵前工業会誌』1982年10月、飯田賢一「日本における科学技術思想の形成」、同
編『日本近代思想大系14 科学と思想』431頁から再引用）の指摘を引用し説明している。江崎玲於奈は
「『科学技術』ということばについて、「アメリカにはscientific technology という英語はない。これは“さいえん
す”の研究に使うひじょうに大型の計算機とか分解性能のいい大きな電子顕微鏡などのイメージである。われ
われの使う科学技術（ということば）は、英語に記すとapplied science, engineering science, industrial 
science つまりサイエンスにひじょうにウエイトがおかれる。これに対し日本ではscientific technology 科学
的技術だから、技術に、ひじょうにウエイトがおかれる」と重要な指摘している。われわれは現在、法則定立的
な、また原理探求的な自然科学を「科学」 Science と呼び、またその科学を応用・取り込んだ生産技術ない
し産業技術を「技術」Technology と呼んで、理解することが一般的である。 
 こうした「科学」、「技術」という意味理解のもとにこれらのことばが、近現代日本に普及し一般化する過程を
飯田賢一の前掲の研究によってまとめてみよう。最初の学術用語辞典のひとつである井上哲次郎編『哲学字
彙』（1881年初版、1884年増補改訂版、東洋館書店）でScienceは「理学、科学」とあり、Scientistは「理学
士」である。Technologyは「諸芸学」、Engineeringは記述がなく、Artは「術技、芸、伎倆」である。工学協
会・野村竜太郎他編『工学字彙』（1894年第3版、丸善）ではTechnologyは「工芸学」、Engineeringは「工
学」となっており、『英和工学字典』（中島鋭治他編、1907年初版、1913年第6版）でArt「術」、Engineering
は「工学」、Scienceは「科学」、Technologyは「工芸学」、Technicsは「技術」となっており、時代がたつにつ
れて訳語は現代の用語の意味に近くなってきていると指摘する。 
 さらに飯田賢一は、西欧の学問の翻訳語の「科学」や「技術」ということばは西周『百学連環』（1870年）に初
出するものの、現代、われわれがイメージし、意味理解する「科学」Science、「技術」Technology という呼び
名は1900年代末から1920年代前半に一般的に普及・定着したとのべる。その過程をつぎに紹介しょ
う。1882（明治15）年2月に創立された理学協会は翌1883年に『理学協会雑誌』を発刊し、その後、1903（明
治36）年7月に科学普及雑誌として『理学界』が創刊されたが、1900年代にいたるまで「理学」ということばが、
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現代の「科学」にあたることばとしてもちいられたという。そして、「「理学」はいまの科学・技術分野全体の総称
でもあった」（飯田前掲論文427頁）とまとめているが、「理学」は「いまの科学・技術分野の総称」というのは理
解は不十分である。「技術」の経験知の集積やそこから法則へむかうところの、いわゆる「技術」の科学ともいう
べき「工学」ということばは明治初期に政府によってつくられていたが、飯田賢一の「理学」とするまとめかたで
は、「技術」の科学である「工学」は単純に「理学」のなかの一分野ということになってしまっている。「工学」とい
うことばの初出は1870年に設置された工部省の「工部省事務章程」にある「工学ヲ開明スルコト」からであると
いう（三輪修三『工学の歴史 機械工学を中心に』245頁）から、文明開化・殖産興業・富国強兵政策の重要
な一環として位置づけられた「工学」というものの政治性は無視されている。1900年代までは、現代のわれわ
れがイメージ・意味理解する「技術」ということばはいまだ定着していないのである。 
 前述した江崎玲於奈のいうように、日本における「科学技術」ということばはscientific technology科学的技
術であり、技術にウエイトがおかれていることに、近代日本の科学技術思想の形成の史的特質があることに注
意しなければならない。飯田賢一は市民革命と科学革命と産業革命がつながりつつおこったイギリスと、「世
界の工場」であるイギリスの強い影響をうけて近代機械工業文明を発展させたアメリカは生産技術・産業技術
の成り立ちそのものが科学ないし工学の応用であったと評価する。日本では前近代では中国・朝鮮からの渡
来技術に影響をうけながら経験的な知恵に富む生産技術をうみだしているが、そこには自然の合理的、科学
的認識はなく、科学ではないところの技術であった。この合理的・経験的知恵に富む土着技術文化は西欧科
学を受容する土壌となったのであるという。したがって「明治の文明開化期をまって民衆生活と西欧の科学・
技術は結びつき、科学・技術の制度化が進められ、『科学なき技術』からの脱却が促されることになった。（中
略）近代日本の科学と技術の歴史は、西欧科学の受容と技術移転とを基軸に成り立ったものである」（飯田前
掲書432頁）と意味づけている。さらに飯田賢一は技術文化史という観点からいうと、その第一段階では、土
着の技術・文化が形成されて、他地域からの技術文化を受容する土壌がととのえられ、江戸時代後期までの
時期が該当する。第二段階は受容した技術がその受容した国・地域の自然的・社会経済的条件とかみあい
定着・普及して近代的技術へと進むという、これは開国から文明開化期をへて、1940年代にいたる時期であ
る。第三段階は外国からの技術移転、技術交流をへて、工学的原理の基礎づけを得た技術applied science
が対外的にも移転される、技術的先進国になったレベルで、第二次世界大戦後の1970年代からであるとす
る。飯田賢一はこれらの見解は三枝博音（1892―1963、哲学、科学史、技術史を専攻。主著に『技術の哲
学』、『三枝博音著作集』など）の研究成果のうえにたつものとものべている。 
 しかし、飯田賢一は「技術近代化・工業化がつねに自然環境・社会経済的条件との対応を要求されることは
いまも昔も変わらない。明治23年（1890）に顕在化した足尾鉱毒問題が象徴的に示すように（中略）科学・技
術の進歩とともにすでに現代につらなる社会的諸問題が露呈される。ほんとうの工業の発展はどうあるべきか。
科学者・技術者の責任と何か」（飯田前掲書434～35頁）と指摘して、すでに近代日本の技術文化史の第二
段階において、現代の科学・技術の問題点が生まれているとのべている。いわゆる「万国対峙」＝欧米列強
に対抗しつつ、「上からの近代化」＝殖産興業・富国強兵や条約改正をめざす「明治政府」はまたこれらを促
進する諸政策を強力に推し進めたが、諸外国からの技術導入・移転もそうした目的に合致するようになるのは
必然であり、そのことはまた必然的に移転・導入した技術を生み出した科学への関心を軽視する結果を招い
た と いう 。 「科 学の 制度 化 」につ いて 、 廣重 徹は 『科 学の 社 会史  上 』 ） で「 『 制度 化』 とい う のは
institutionalizationの訳である。（中略）科学も社会的に容認された組織体であり、それを維持する物質的
基礎が社会にそなわっており、それを専門的にになう職業集団が存在しているという意味で、明らかに一つの
制度である。しかし、社会がはじめから社会的制度として存在したのではない。科学が制度化するのは19世
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - １８ - 
紀のことである。（中略）（産業革命とフランス革命という二つの革命のもたらした結果は）科学技術教育機関
への社会的要求の増大であり、科学者はまずそういう機関の教師として、職業的な地位を確立する。さらに世
紀の後半には、科学研究そのものが職業化しはじめる。素人科学者は姿を消し、大学で高度の教育を受け、
専門学会に属し、大学や研究所で研究をしているのが科学者ということになった。科学はいまや制度として確
立されたのである」（同書46～48頁）と説明している。しかし、これは「科学の体制化」ということのほうが正確で
もある。池内了は「科学を国家の重要な一機関として位置づけ、国家がスポンサーとなって科学研究を推進
する体制が形作られた。『科学の制度化』である（もっと露骨に『科学の体制化』と呼んだ方が良いかもしれな
い）。具体的には、国立大学や国立研究所の予算を国家が保証し、そして特別の研究には国家がプロジェク
トを起ち上げて資金を集中投下する、という方法である。（中略）まさに『国策』に科学研究が組み入れられて
いるといえるだろう」（池内了『科学者心得帳 科学の三つの責任とは』98～99頁））。 
 「科学の制度化」ないし「科学の体制化」のメルクマールのひとつである『帝国大学令』は第一条で「帝国大
学ハ国家ノ須要ニ応ズル学術技芸ヲ教授シ、及其蘊奥ヲ攷究スルヲ以テ目的」として、「学芸技芸」の教授と
その「蘊奥ヲ攷究」はただ「国家ノ須要」、つまり国家の目的に奉仕することと等価であるとしていることは周知
のことであるが、それはこのことがらの端的なあらわれである。明治後期になると科学は国家に役立つ、ひとつ
の道具として便利な、利用するだけのものという考えが広まっていった。その例証として飯田賢一は東京大学
医学部のお雇い外国人教師であったベルツエルウィン・ベルツ（1849～1913）が辞職する時の、1901（明治
34）年11月22日の「在職二十五年祝賀会挨拶」（『ベルツの日記』）の一部を『日本近代思想大系14 科学と
技術』に掲載している。それをつぎに掲げる。 
 
 わたしの見るところでは、西洋の科学起源と本質に関して日本では、しばしば間違った見解が行われて
いるように思われるのであります。人々はこの科学を、年にこれだけの仕事をする機械であり、どこか他の
場所へたやすく運んで、そこで仕事をさすことのできる機械であると考えています。これは誤りです。西洋
の科学の世界は決して機械ではなく、一つの有機体でありまして、その成長には他のすべての有機体と
同様に一定の気候、一定の大気が必要なのであります。しかしながら、地球の大気が無限の時間の結果
であるように、西洋の精神的大気もまた、自然の探求、世界のなぞの究明を目指して幾多の傑出した
人々が数千年にわたって努力した結果であります。それは苦難の道であり、（中略）精神の大道であり（中
略）、これこそヨーロッパ人が到るところで、世界の果てまでも身につけている精神なのであります。諸
君！諸君もまたここ三十年の間にこの精神の所有者を多数、その仲間にもたれたのであります。西洋各
国は諸君に教師を送ったのでありますが、これらの教師は熱心にこの精神を日本に植えつけ、これを日
本国民自身のものたらしめようとしたのであります。しかし、かれらの使命はしばしば誤解されました。（中
略）（しかし）日本では今の科学の「成果」のみをかれらから受取ろうとしたのであります。この最新の成果
をかれらから引継ぐだけで満足し、この成果をもたらした精神を学ぼうとはしないのです。 
（飯田賢一編前掲書431～423頁） 
 
 この講演でベルツは科学の起源と本質について理解不十分な日本の科学界に、普遍性をもつ「科学の精
神」について考えることやそれを学ぶことの大切さを認識するように求めている。 
 
2．「科学技術」ということばの登場 その一 
  西川長夫は東日本大震災と福島の原発事故が図らずも暴き出した問題として、「ここで今私たちが問題に
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すべきなのは、（中略）今私たちの生活を危険に晒している、具体的な『国家』の政策や『資本』の動きであり、
科学技術の政治性だろう」（西川長夫前掲書』456頁）と現代における「科学技術」ということばの「政治性」＝う
さんくささを指摘している。ここでは「科学技術の政治性」を歴史的に分析するが、なかでも「科学技術」という
用語がどのような歴史的文脈のなかでうまれ、そして、一般的な用語として社会でつかわれていったのかを批
判的に検討して、この用語のもつ問題性をあきらかにしたい。 前述したように、日本語では「科学技術」という
用語の英語・仏語・独語などでの表現はない。英語では「科学」は「science」であり。「技術」は「technology」
であり、仏語・独語も同様であるが、前述した江崎玲於奈によれば「フランクリンを先駆者とするアメリカの市民
図書館（公共図書館）で、十進分類法DC・UDCなどにより『技術・工学・工業』（NDC）にあたる図書項目を検
索すれば、かならずApplied ScienceとあってTechnicsやTechnologyは二のつぎである」（飯田前掲論文
431頁）と指摘している。つまり日本語にある「科学技術」という表現は日本社会のみに通用していることばで
あり、英語・仏語・独語などの社会文化圏には、つまり世界的基準にはないのであるといってよいのではない
か。はたして現代日本の科学者、技術者が英文論文を執筆するときにどのような表現をしているのであろうか、
その詳しい事情は私には不明であるので、わかっている方々にご教示を得たいと思っている。 
 現代のように科学の社会への影響が巨大になった結果、社会の側からの反作用、つまり不信や批判も大き
くなっている。わたしを含めて、科学研究の具体的内容に詳しくなければ発言する資格はないなどということ
はない。科学研究の結果は必然的に、われわれの生活に良きにつけ悪しきにつけ、大きな影響をあたえてい
る。例えれば分子生物学の研究の応用による遺伝子組み換え植物のわれわれや環境への影響の問題、医
学における遺伝子操作による治療から生じた生命倫理問題、原子力発電の事故による制御不能な放射能の
拡散やそのから生じる世界的な健康や生命の危機の問題などなど、科学研究から生まれる多くの問題は科
学者の世界内部だけでは処理できなくなっている。現代は科学者の倫理、技術者の倫理が問われなければ
ならない事態になっているし、こうした問題点に対する科学者、技術者の自覚と認識とそれにともなう行動規
範がつよく求められる事態になっているといってよい。池内了はこれらの問題点を「STS  Science, 
Technology and Society」としてあつかわねばならないとしている（池内了『転回期の科学を読む辞典』240
頁以下）。STSは「科学、技術と社会」とでも翻訳すべきであるのに、一般の科学者はこれをただ素朴というか、
単純に「科学技術」というきわめて政治性の強いことばにも関わらず、それを無視して使用している。政治やジ
ャーナリズムなどでも同様である。科学と技術は相互の関連するところが多いけれども、科学と技術は別もの
であって、区別すべきものである。池内了は前掲書では「科学・技術・社会 STS」と「・」していることに留意す
べきである。 
 この「科学技術」ということばは、飯田賢一のいう科学技術文明の第二段階、それも1940（昭和15）年の戦時
期、総動員体制の重要な一環として誕生したのであるが、その経過を大淀昇一『技術官僚の政治参画 日本
の科学技術行政の幕開き』、同『宮本武之輔と科学技術行政』や日本科学史学会編『日本科学技術史大系 
第4巻 通史4』（1970年）によってのべてみる。 
 大淀昇一は『技術官僚の政治参画 日本の科学技術行政の幕開き』で、「本書の内容は《政府の中の技術
者》＝技術官僚が、明治以来の歴史の中で、とかく公共事業に失敗があればまっさきに責任を問われ、また
政治の道具・手段視されていた状態から、いかにして自らの立場を強くし、科学技術の立場を政策決定・行政
過程の中に反映させようとしたか、その苦闘の歴史から成り立っている」（まえがきⅴ頁）とのべ、戦後の技術
官僚は戦前とは比較にならない立場をもつようになっており、その専門的なセクショナリズムから自らの判断や
欲求を暴走させるおそれがあるものの現代行政における科学技術的判断の重要性を、いささかも揺るがせに
することはできないものであり、そのためにも戦前の技術官僚が政治・行政の表舞台に立とうとした努力のあと
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - ２０ - 
から学ぶべきものも多いはずであると問題関心をまとめている。 
 官僚制とくに法制官僚と技術官僚の両者の問題にふれた優れた研究に、新藤宗幸『技術官僚－その権力
と病理』（2002年3月）があるが、大淀昇一の立論との関連についてふれておく。新藤宗幸は「2001年4月に
各省に採用された国家公務員Ⅰ種試験合格者（キャリア組官僚）をとりだしても、事務官169人にたいして技
術官僚417人である。従来から日本の官庁において、法令の作成や人事、予算の実権をにぎっているのは事
務官であるとされてきた。実際、大多数の事務次官や本省の局長と課長らは事務官である。それゆえにまた
日本の官庁は『法科万能』ともいわれ、採用数で勝る技術官僚は『冷遇』されているといわれてきた。しかし、
国土交通省や農水省、厚生労働省といった特定の科学・技術に依存する度合の高い官庁においては、技術
官僚集団の存在を無視できないであろう。彼らは事務官とどのような関係を織り成しつつ、官庁内で行動して
いるのだろうか。こうした点を解き明かすことは、とりもなおさず、官庁における科学・技術的専門性のあり様を
みることに通じる。そればかりか、日本の官僚制の内部メカニズムを知り、責任ある行政システムとはいかにあ
るべきかを考えることができよう」（「はじめに」ⅴ頁）と問題関心の一部をのべている。さらに法制官僚が優位
であるという虚実について、技術官僚は法制官僚にささえられ、法制官僚は、技術官僚集団の存在があって、
はじめてそのポジションを保ち、行政＝閣内における存在証明を得ているとして、法制官僚と技術官僚は、
「そのどちらが権限上優位しているかが問題なのではない。そのようなゼロ・サム論は、日本の官僚制を考える
にあたって、ほとんど何の意味ももっていないだろう。あえてたとえれば、技術官僚は法制官僚という巨木に根
付いた『寄生植物』ともいえようが、両者の利害共同体の内実こそが問われるべきなのである。いずれにせよ
技術官僚は『ガラスの天井』のまえに萎縮している集団ではなく、『寄生』のかぎりで『王国』を築いているとい
ってよい」（新藤宗幸前掲書36～37頁）とまとめる。新藤宗幸の評価では大淀昇一の、戦前においても法制
官僚は技術官僚より優位にあるという問題設定の前提そのものに批判的であり、両者の論点の再検討が必要
になるが、本稿の問題関心は「科学技術」ということばの登場した事情を解明することにあるから、本稿では大
淀昇一と新藤宗幸の官僚制理解の相違や問題点には立ち入らない。ただし、大淀昇一は前掲書で、戦前に
おける技術官僚を法制官僚と同様に政治的・政策的権限を獲得しょうという技術者運動を評価している。教
師・顧問であり、官職について官権を行使することができなかったお雇い外国人と、交代した日本人技術官
僚はお雇い外国人と同様に、助言者・脇役としての地位に止めおかれたと結論する。しかし、近代日本が西
欧諸国から「科学」、「技術」を学んだ態度は「科学」の精神を学ぼうとしないものであり、お雇い外国人と技術
官僚を同列におく理解は正しくない。『ベルツの日記』から問われている科学に対する軽視という問題を見失
っていることは明らかである．官僚制の分析については、新藤宗幸の前掲書でしめした前提にたつことが正し
い。 
 日露戦争を前後する時期に、世界は欧米諸国がそれぞれ覇権をにぎろうとして、激烈な競争をおこなう帝
国主義時代になっていたが、日本も帝国主義国として東アジアで勢力拡大をはかろうとした。また20世紀に
なると経済は大企業が中心となって、いわゆる「工業化社会」となっていく。そこでは国家は科学を取り込んで
「科学の制度化」ないし「科学の体制化」がうながされる。工業化社会の進展はまた「科学と技術の結合」という
事態を生んだ（池内了『科学者心得帳 科学者の三つの責任とは』98頁）。そして第一次世界大戦という帝国
主義戦争は国家総力戦となった。国家総力戦は国民や経済を総動員することになり、それは必然的に科学
や技術に対する戦争動員を強くうながすものとなった。 
 日本政府や軍部も欧米諸国の科学・工業動員の実情調査をおこない、その結果、1918（大正7）年4月に戦
時に国家の必要に応じて工場を収用し、生産業務についての命令することを可能とする、軍需工業動員法が
公布された。この法は日中全面戦争のはじまった2ヶ月後の1937（昭和12）年9月に発動されて軍需に応じる
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よう生産資源、工業生産の統制が開始された。当時、この軍需工業動員法は第一次世界大戦には発動され
ず、1910年代末から20年代にはこの法を実施する諸条件が整備され、科学・工業動員の基礎がつくられて
いった。これらの事情やその基礎条件の整備を前掲の廣重徹前掲書によってまとめてみると、つぎのようなも
のである。1918年5月、軍需工業動員法の実施のために内閣に軍需局をおき、翌19年121月に軍需調査令
を公布した。さらに1920年5月になると統計局と軍需局を合併改組して、内閣国勢院として軍需工業の生産
力・技術力の調査と軍需工業の発展を奨励した。第一次世界大戦の終結によってヨーロッパ経済の復興など
によって大戦景気は終了した。しかし、戦後恐慌のために行財政整理を余儀なくされたために、国勢院は廃
止された。統計局は復活したものの、戦時における軍需動員への組織の必要はあり、1920年8月に科学研究
とその応用についての研究奨励を目的とする学術研究会議を設置した。さらに第一次世界大戦期から政府
は工業研究奨励金、発明奨励金、科学研究奨励金の交付をはじめていた。民間の財団なども科学研究への
奨励金交付をはじめたが、そのほとんどは思うような成果を生まなかった、と廣重徹はいう（廣重徹前掲書133
～35頁）。 
 1923（大正12）年の震災恐慌、1927（昭和2）年の金融恐慌、1930（昭和5）年の世界恐慌とそれにつづき
翌31（昭和6）年の昭和恐慌がおこり、恐慌と恐慌の谷間をよろめきつつ歩む日本は恐慌脱出の道を中国東
北部すなわち満州侵略に始まる中国侵略に求めた。政友会田中義一内閣は米英との協調外交を維持したも
のの、中国にたいする積極外交を唱えていた。1927年5月27日に資源局官制を公布し、同局を内閣に設置
して国家総動員のための人的・物的資源の統制・運用計画にかんする事項を統轄するとし、さらに7月19日、
資源審議会官制も公布し、軍事動員をめざす機関とした。このような戦争と科学・技術の関係について、廣重
徹は「（敗戦の時、研究活動はほとんど停止していたが、原子核・素粒子物理学は世界的な水準なっていた）
科学の成長を可能にし、促進したのは何であったかということである。軍国主義・国家主義が強化されてゆく
につれて、およそ反科学的な反知主義や神がかりが世をおおったのではなかった。しかも、そのなかで科学
が成長したというのは、どのようなメカニズムによるものであろうか。また、戦争の時代をとおしての成長が、戦
後の科学をどう規定したかということも問われるべき問題である」（廣重徹前掲書139頁）と問題点を提起して
いる。 
 戦争への科学動員をになった資源局・資源審議会や1932年12月に設立された日本学術振興会の役割を
検討している。資源局は調査活動とともに資源統制計画をたて、総動員体制にむけて国民教化策を実施した。
さらに1933年9月、内閣告示「国家重要研究事項」を発表したものの、大学・研究機関への大規模な研究補
助金は実現しなかった。そうして戦時動員体制をつくりあげるためには多額な研究資金や研究体制の合理化
が必要であり、そのために、国家的な（統制的な）統一的な中央組織が必要とされた。1931年1月に学士院
長桜井錠二、技術官僚のボス古市公威、東大総長小野塚喜平次の呼びかけで各大学総長、試験研究機関
所長、各学会会長らが協議して、日本学術振興会が生まれた。 
 日本学術振興会は自然研究と人文・社会科学を対象とし、個人・綜合研究、とくに工学分野に対する多額
な研究補助金を供給した。研究は、軍事的産業的な目的に合致することや研究組織の合理化・近代化を求
められた。つまり、研究は国家的な要請に応えるよう統制するということである。1933～36年に置かれた特別
委員会は満蒙支、地球物理的探鉱、植物繊維原料、航空燃料という直接的に、資源および軍事に関係する
ものであった。科学は戦争を肥やしとして成長したことは世界的にみられることであったが、廣重徹は「日本の
場合には、戦争へ向けての科学の国家的動員のなかで、はじめて本格的な研究らしい研究がおこなわれ、
世界的な水準に近づくことができたというところに特殊性がある」（前掲同書169頁）という。たしかにそのとおり
であろうが、科学の国家的動員のなかで、普遍的な「科学の精神」というものの存在はどうなっていたかへの
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答えはない。 
 1930年代、急速に思想統制が強まり、人文・社会科学や思想に対する弾圧や国家主義・国粋主義が声高
に叫ばれなかで、政府や軍部などは政治経済社会のすべてを軍国主義によって統制をすすめていく。1937
年7月、日中全面戦争によって、国家総動員体制が本格的に始動することとなる。同年9月に軍需工業動員
法が発動され、10月には（元内閣調査局は同年5月に改組拡充され企画庁となっていたが、この）企画庁と
資源局を合併して企画院を設置し、総動員の中心とした。この企画院によってすすめられたものが国家総動
員法の立案であり、同法は1938年3月に帝国議会を通過して成立した。この結果、政府は帝国議会の承認
なしに勅令により、労働力・賃金・価格・報道などはもとよりあらゆる経済資源を戦争に動員することが可能とな
った。科学への動員も政府の必要に応じておこなわれることになり、命令違反に対しては、罰金を課すことに
なった。さらに1939年8月に企画院に科学部がおかれ、総動員試験研究令もだされ、翌40年4月には研究命
令もだされた。日本学術振興会も軍部・政府に対する戦争協力に邁進し、工業原料の自給自足、戦地にお
ける諸調査、新兵器実現などを目的とする研究動員をすすめた。また企画院の立案によって、原料問題を研
究する科学審議会も1938年4月に内閣に設置された。 
 
3．「科学技術」ということばの登場 その二 
 日中全面戦争の泥沼化、戦争解決の見通しがたたないなかで、文部省は科学行政を積極化した。1938年
8月、文部省は科学振興調査会を設置して大学・専門学校における理工系の拡充、研究費の増大などを主
眼とした科学研究と教育の拡充・発展を実施していったが、なかでも文部省科学研究費交付金が新設さ
れ、1939年には300万円もの予算がくまれた。この内容をのべた廣重徹は「こんにち政府や産業界の資金に
よる研究がヒモつきになることを警告する研究者が、文部省科研費についてはなんの咎めも感じないらしいこ
とが気になるからである。いま公の資金源から出る研究費で絶対無垢のものなどない。今日の科学研究体制
は、すべて戦争を本質的契機として形成されたのである」（前掲同書204～05頁）と評価している。この廣重徹
の評価は正しくもあるが正しくもない。まず産業界の資金はそのとおりであるが、「公」を国家意思ないし政策
目標とすれば、またそのとおりである。しかし今日では、科学・技術のシステムの民主性・公開性・倫理性が必
要不可欠のものであり、そうした議論、運動がすすんでいる状況であることに注意するべきであって、歴史的
な状況を無視した廣重の立論は科学は罪悪の源という評価にいきつかざるをえないものとなるだろう。 
 廣重徹は科学動員の展開について、新たな要素は産業技術全体の能力である生産力拡大を目指すことに
あったという。戦時体制になっても機械生産自体が劣位であった（ひとつの例として、敗戦にいたるまで、横須
賀海軍工廠では幕末に幕府がオランダから輸入したプレス機械が修理をかさねながら使用されていた事情を
みれば、機械生産の劣位は明白である。日本資本主義が工作機械の自給生産を開始したのは1910～20年
代である）。工業生産力の劣位は急速に改善されるものではなく、戦争遂行に相当量の資源を確保できたと
しても機械類の生産現場への供給が改善されるはずもなかった。その背景には、1939（昭和14）年5月にお
こったノモンハン・ハルハ河戦争において、日本軍はソ連・モンゴル軍の機械化部隊に抗しえずに、決定的な
敗北を決した事情もあったという。日中全面戦争の泥沼化によって、ようやく科学動員も本格化したことによっ
て、日本の科学・技術の劣位を政府・軍部はようやく認識したかもしれない。 
 企画院は、1938年12月におかれた、一元的に対中国政策をになう興亜院とともに、科学・技術動員計画作
成をおこなった。科学動員計画要綱は1940（昭和15）年12月に閣議決定し、基礎科学を重視し、理念的にも
おおがかりな科学動員を計画した。しかし、それは大学などにおける基礎研究に役立ったものの戦力増強に
資することもなかった。 
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 廣重徹は、戦時体制のなかで、戦争への科学動員をリードしたのは科学者ではなく、むしろ科学者は傍観
者であり、それは革新官僚であった技術官僚であったと重要な指摘をしている（廣重徹前掲書216～31頁）。
技術官僚が法制官僚同様の権限・地位を求める技術者運動のなかから「科学技術」ということばが登場すると
大淀昇一は指摘するが、この事実の発見は卓見であるが、その意義づけは不十分である。大淀と廣重の研
究によって、「科学技術」ということばの登場をつぎにまとめてみる。 
 1937年6月の第二次近衛文麿内閣発足後、7月に、技術官僚の官僚制内部での地位向上と政治的発言権
の強化をはかっていた宮本武之輔（1892～1941、東京帝国大学工科大学卒業、内務省土木局の官僚となり、
利根川・荒川・信濃川改修や満州国治水事業などにかかわり、当時は興亜院技術部長。1941年企画院次長
となる）は関係者と相談して、日本技術協会、工政会、産業技術連盟三団体の名前で、内閣組閣本部に意見
書「科学技術行政刷新ニ関スル申合」を提出した。同じ時期に宮本武之輔の盟友であり、国策を推進する組
織や体制を作りたいと活動していた逓信技師の松前重義、本多静雄は企画院科学部長と興亜院技術部長
の呼びかけというかたちをとって、科学、技術団体を集めて、同年8月8日に東京学士会館で「全日本科学技
術者団体連合会」という全国の科学者、技術者を戦争遂行という国策へ動員しょうとする組織ができあがった。
9月になると企画院は国家による技術管理と研究統制をはかろうとして、その組織として技術院・科学院をおく
という「科学技術新体制確立要綱」の原案をつくった。しかし私的財産権にふれる技術の国家管理の問題や
官僚からの批判、科学研究の自由などという反対意見によって流産してしまった。 
 そして、1941年5月27日に「科学技術新体制確立要綱」にようやく閣議決定され、中央科学技術行政機関
である技術院も9月に発足予定であったが遅れて翌年1月になった。その要綱を掲載する。 
 
      「科学技術新体制確立要綱」 1941年5月27日 閣議決定 
    第一 方  針 
高度国防国家完成ノ根幹タル科学技術ノ国家総力戦体制ヲ確立シ科学ノ劃期的振興と技術ノ躍進的発
達ヲ図ルト共ニ基礎タル国民ノ科学精神ヲ作興シ以テ大東亜共栄圏資源ニ基ヅク科学技術ノ日本的正
確ノ完成ヲ期ス 
    第二 要  綱 
緊迫セル国際情勢ニ即応シ我国科学技術の総力戦体制ヲ整備シ其ノ躍進的振興ヲ図ル為左記方策ヲ
強力ニ実施ス 
   科学技術研究ノ新作方策 
（一）基礎研究ヲ充実促進シ、応用研究ヲ連絡進展セシムルト共ニ之等ノ研究能率ヲ発揮セシウル
具体方策ヲ講ズ 
（二）工業化研究ヲ振興シ研究成果ノ活用ヲ図ル 
（三）研究者ノ養成及配置ヲ計画的ニ強行ス 
（四）研究費ヲ優先的ニ充実スル具体的方策ヲ確立スル 
（五）研究用資材ヲ物資動員計画ニ於テ優先確保ス 
（六）国家緊要ノ技術ヲ進展セシムルニ必要ナル研究事項ニツキ企画シ之ガ研究促進ノ方策ヲ講ズ 
（七）研究ノ補助奨励ニ関スル具体方策ヲ確立ス 
（八）国家ノ科学技術能力ヲ拡充シ其ノシンポニ貢献シタル科学技術者ノ表彰ヲ行フ 
技術ノ躍進方策 
（九）大東亜共栄圏資源並ニ環境ニツキ科学的基礎調査ヲ整備強化ス 
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（十）総力戦体制ニ於テ国家緊要ノ技術ニ関スル劃期的躍進目標ヲ確定シ之ヲ計画期間内ニ実現
セシムル為技術能力ヲ集中動員ス 
（十一）優秀技術ノ不断ノ発展ト其ノ急速ナル普及ヲ図リ此ノ目的ニ貢献シタル企業ニ対シテハ賃金
統制並ニ経理統制ノ運用其ノ他ニ於テ適切ナル報奨ノ途ヲ講ズ 
（十二）工業所有権ヲ適正ナル報償ノ下ニ国家目的ニ基キ使用セシム 
（十三）技術ノ輸出入ヲ総力戦目標ニ基キ計画統制ス 
（十四）企業経営組織ニ技術的能力者ヲ充足セシム 
（十五）技術者技能者ノ計画的養成ト其ノ総力戦的配置ヲ行フ 
（十六）規格統一並ニ工業標準化ヲ急速整備強制ス 
科学精神ノ涵養方策 
（十七）国民科学精神ノ涵養ヲ図ル為必要ナル教育教科ノ刷新ヲ行フ 
（十八）国民特ニ青少年ノ技術的訓練ニ関スル施設ヲ整備シ国防科学的訓練並ニ防諜訓練ヲ行フ 
（十九）科学普及ニ関スル社会施設ヲ増設整備スルト共ニ刊行物等ニヨル科学技術ノ社会教育ヲ刷
新強化ス 
（二十）国民体位ヲ向上セシメ戦時生活ヲ維持スル必要ナル国民生活ノ科学化ヲ図ル 
   第三 措 置 
科学技術水準ノ躍進速度ヲ急速ニ増嵩セシムル為一般産業及教育行政機関ト別個ニ基礎研究、応用
研究、工業化研究ヲ専門別ニ一貫シテ統轄指導スルト共ニ各専門相互間ヲ有機的ニ連絡綜合スル科学
技術ノ研究及行政中枢機関ヲ早急ニ創設ス 
其ノ措置次ノ如シ 
  科学技術行政機関ノ創設 
  本機関（仮称技術院）ハ内閣ニ直属シ左記事項を所掌ス 
（二十一）技術院ニ於テ実施ス可キ事項左ノ如シ 
   前記要領中（十）（十四）（十六）各項 
（二十二）技術院ニ於テ企画及連絡統轄ニ当ル外一部実施ス可キ事項左ノ如シ 
   前記要領中（一）（二）（三）（四）（五）（六）（七）（八）（九）（十一）（十三）（十五）（十九）各項 
（二十三）技術院ニ於テ綜合企画及連絡統轄ニ当ル可キ事項左ノ如シ 
   前記要領中（五）（十四）（十七）（十八）（二十）各項 
尚本機関ノ一部トシテノ機能ヲ発揮ス可キ又ハ其ノ機能ヲ具備スル各庁既存部局ハ本機関ニ移
管ス 
科学技術研究機関ノ綜合整備 
（二十四）官庁研究機関ノ研究能率発揮ノ為予算、会計、人事ノ他ノ制度ヲ適正化ス 
（二十五）既存官民科学技術研究機関ヲ有機的ニ連絡調整シ恰モ一大綜合研究機関ノ如キ機能ヲ
発揮セシムル為必要ナル措置ヲ講ズ 
（二十六）国防科学技術ニ関スル綜合研究機能ヲ発揮セシムル為特殊法ニ依ル綜合研究機関ヲ創
設シ就中航空並ニ材料ニ関スル技術ノ刷新向上ハ飛躍的且先行的ナラシムル要アル国際情勢ニ
鑑ミ特ニ航空並ニ材料研究部門ヨリ早急著手整備ス 
     科学技術審議会ノ設置 
科学技術最高国策ニ関スル重要事項ヲ調査審議スル為内閣ニ科学技術審議会ヲ設置ス 
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - ２５ - 
一、本要綱ハ遅クトモ昭和十六年九月一日ヨリ実施スルモノトス 
二、本要綱実施ノ為関係各庁高等官ヨリナル準備委員会ヲ設クルモノトス 
      （『日本科学技術史大系 通史 第4巻』355～57頁） 
 
 以上の事実から「科学技術」ということば戦時体制、総動員体制の強化が必要とされる状況のなかで、宮本
武之輔ら革新官僚である技術官僚の権限・地位獲得要求である技術者運動がそれを促すこととなって、生ま
れたといってよい。 
 この科学技術新体制確立要綱は第一の方針には全体の目標、第二の要領は科学技術研究の振興、技術
の躍進、科学精神の涵養の具体的な方策、第三の措置は科学技術行政機関の設置とその綜合整備、科学
技術審議会の設置つまり、新たな総合研究機関の設立がのべられている。廣重徹は「この要綱の全体をとお
して、研究体制の近代化・合理化への意志が強く感じられる。当時、これに加えられた解説も、要綱の根幹の
一つは『学界の門外不出、秘密主義、割拠主義、封建主義的弊風を排し、集団的研究、研究公用により従来
の労力の浪費を省き、研究達成の速度を促進する』（科学主義工業社編『科学技術年報・昭和17年』1941年、
科学主義工業社、廣重徹前掲書262頁再引用）ことだ」と述べている。この要綱は実施にあたって陸軍の航
空技術院設置要求や大学・文部省などとの意見調整などに手まどり、進捗ははかばかしくなく、資源問題は
アジア・太平洋戦争の開戦当初における東南アジア占領は緊急な必要性を薄れさせたともいう。 
 
４．これからの課題ー戦後の「科学技術」問題へ 
 前述したように、戦争協力と科学・技術の動員は「科学精神」をスローガンに利用するまでになっていた。当
時、多くの科学者のなかで、科学・文化への国家主義的統制に抵抗をこころみたのは、数学者の小倉金之助
と理論物理学者で科学ジャーナリスト、歌人であった石原純（石原純については、最近、西尾成子『科学ジャ
ーナリズムの先駆者 評伝石原純』が刊行された）であった。1940年頃まで、彼らは雑誌『科学』誌上などによ
って「科学的精神」を強調して、科学・文化の国家主義的統制への批判をおこなっていた。これは知識層には
大きな反響があったものの、現役の科学者は無関心の沈黙をまもり、反応はなかったという。1940年頃には
いっそう戦時体制の強化と動員の必要のために、科学・技術の合理化が要求されると、「科学技術新体制確
立要綱」の文言にみられるように国家は「科学精神の強化」をスローガンとするようになった。科学の普遍性を
説き、科学研究を発展させるのならば根本的な（基礎的な）研究と研究者の自主性を重んじるべきだとして、
科学的精神をよりどころにした石原純ら科学者の言説を奪ったといわれる（西尾成子前掲書250頁および廣
重徹前掲書225頁）。 
 当時、国家主義的なまた国粋主義的な日本国に独自な「日本科学」、「皇国科学」が声高にさけばれる。「そ
れは世界や人類に普遍的法則を定立しょうとするものではないのだから、どうみても科学ではあり得ない。まさ
に『日本科学』に他ならず、『日本科学』はもちろん科学ではない」（藤田省三『始まりの本 天皇制国家の支
配原理』所収「天皇制のファシズム化とその論理」167頁）。これは社会科学に対する指摘であるが、自然科学
もまた同様にみてよい。藤田省三の指摘は「高度国防国家論」に対する批判的論理をのべたものであるが、
「皇国」への信条の反映として「日本科学」は認識されるが、そこからは理性への反映も理性による対象の構
成もうまれない、つまり科学は生まれないという、ことである。「日本科学」について理論活動した人物に生理
学の杉靖三郎（1906～2002、東京帝国大学医学部卒 東大副手・助手・講師をへて東京教育大学教授）が
いる。橋田邦彦（生理学者1881～1945）は第二～第三次近衛文麿内閣と東条英機内閣の文部大臣になり、
文部省教学局の指導理念を主唱して、日本主義科学論の代表的論者であった。日本の伝統的な自然観に
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そって、「行」と「術」の理念をより普遍的な科学・学問論に構成しょうとして、「行としての科学」としての、「日本
的科学」を主唱した。その橋田邦彦（橋田邦彦については、辻哲夫『日本の科学思想 その自立への模索』）
に学んだ杉靖三郎は、戦時期に独自の日本的科学論を主張し、1941年に国民精神文化研究所所員、1943
年には言論報国会評議員となり、論壇を統制した。戦後はフランスのセリエ博士のストレス学説を紹介し、週
刊誌・婦人雑誌に性愛講座を連載し、また講演活動をおこなった。 
 こうした科学者について、鶴見俊輔「翼賛運動の学問論ー杉靖三郎・清水幾太郎・大熊信行」（思想の科学
研究会編『改訂増補版 共同研究 中』153～202頁）は「杉靖三郎の科学論は、とくべつに時勢に便乗した
ものとはいいがたく、日本の自然科学者、工科技術者の大多数がこのパターンにそって転向したものと考えて
よい。戦後の科学振興政策の下における科学技術者の増産の計画もまた、杉のような科学観をもつ自然科
学者・技術者の養成をめざして現在おこなわれているものと考えられる。ここには、きわめて優秀な頭脳が世
界最新の学説を自己のものとしてとりいれつつ、自分の直面する状況に適応するための部分的技術としてそ
れら一切を使いこなすという態度がある。その頭脳のIQがさらに上がること、その頭脳の勉強する学説および
技術のさらに新しく効果的なものとなることは、それじしんとしては、このような仕方で転向に対する自己批判
の眼をつくらないであろう」（前掲書160頁）と批判する。彼ら科学・技術者は世界最新の学説を自己のものと
してとりいれ、自分の直面する状況に適応してするための部分的技術として、それを使いこなして、身を処し
ていく。つまり国家の政策や社会経済的な状況がいかに変わろうとも、それに応じ、従属して、科学・技術の
知識を使いこなしていくことであり、転向したことを自覚・認識する能力はない、自己に対する客観的な認識能
力が欠如しているといことであろう。 
 「科学」・「技術」は侵略戦争と深く関係しつつ、跛行し、ゆがんだ科学・技術を生みだしながら歩んでいった。
日本国が敗戦となり、連合国の占領、戦後改革さらに独立回復後の科学・技術や「科学技術政策」のなかで
も、戦争協力や戦争動員をおこなったこと、つまり「戦争責任」問題の認識が希薄になるのである。戦後
の1948（昭和23）年、日本学術会議法が制定された。翌年年1月、学術会議は科学者の国内・国際的に対す
る代表機関となり、科学の向上、発達をはかり、行政・産業・国民生活に科学を反映し浸透させることを目的と
していた。戦争の反省にたって、学問・思想の自由、言論の自由と平和主義を根本理念として、国内・国際的
な研究の連絡や学術行政上の事項の審議や政府への答申・勧告をした。まさに科学と政治を、たがいに正し
い関係におくためことであった。三宅泰雄『死の灰と闘う科学者』において「科学における潜在的な政治性と
現代政治に要求されている高い科学性の相互認識は、それを可能にする前提であった。（中略）日本学術会
議が発足してから、五、六年もたたないうちに、その設立の理想から大きく後退してしまったのである。それとと
もに、わが国の科学は、いまだに混迷の道をさまよいつづけている」（まえがきⅱ～ⅲ頁）とのべた。1954年3
月1日、アメリカは太平洋ビキニ環礁で水爆実験をおこない、静岡焼津の漁船第5福竜丸が遭難した。乗員と
マグロの被曝した事件がおこった。この年は原子力予算が国会を通過した。当時、改進党の議員であった中
曽根康弘らは原子力の研究開発を政治の力によって強引に突破して、原子炉予算案を提出したが、それは
原子炉製造費2億3500万円と関連費をふくめ合計3億円であった。原子炉製造予算の数字はウラン235をも
じったものある。研究者の議論なども進まないうちに、科学者をまったく無視して立案した科学行政策であっ
た。中曽根ら政治家たちの悪辣さをよく示すものである。その連鎖反応の果てが「原発マフィア」の跋扈跳梁と
その結果である東京電力福島第一原発の事故である。 
 
（補）本稿は社会科学系の研究を志している私が、あえて科学史、技術史に関わる問題を研究の対象としたも
のであるが、多くの科学史、技術史の研究によっている。なかでもとくに池内了、大淀昇一、廣重徹の三氏の
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研究におおくを学び、よっていることを感謝したい。 
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飯田賢一編『日本近代思想大系14 科学と技術』1989年2月、岩波書店 
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池内了『転回期の科学を読む辞典』2006年1月、みすず書房 
大淀昇一『宮本武之輔と科学技術行政』1989年7月、東海大学出版会 
大淀昇一『技術官僚の政治参画 日本の科学技術行政の幕開き』1997年10月、中央新書 
樫本喜一編、坂田昌一『原子力をめぐる科学者の社会的責任』2011年10月、岩波書店（この論集は坂
田 昌 一 『 科 学 者 と 社 会  論 集 2 』 （ 昭 和 47 年 11 月 ） に 二 編 の 文 を く わ え て 、 1949
－54、1955－59、1960－68と時期別にし、講演記録をくわえ、解説をつけたものである） 
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城山英明編『科学技術ガバナンス』2007年10月、東信堂 
新藤宗幸『技術官僚ーその権力と病理』2002年3月、岩波新書 
高木仁三郎『市民科学者として生きる』1999年9月、岩波新書 
辻哲夫『日本の科学思想 その自立への模索』1973年7月、中公新書 
中山茂『パラダイムでたどる科学の歴史』2011年6月、ベレ出版 
西尾成子『科学ジャーナリズムの先駆者 評伝 石原純』2011年9月、岩波書店 
西川長夫『パリ五月革命 私論 転換点としての68年』2011年7月、平凡社新書 
日本科学史学会編『日本科学技術史大系 第4巻 通史4』1966年３月、第一法規出版 
日本科学史学会編『日本科学技術史大系 第5巻 通史5』1964年10月、第一法規出版 
廣重徹『科学の社会史 （上）（下）』2002～03年、岩波現代文庫（もとは自然選書『科学の社会史－近代
日本の科学体制』1973年11月、中央公論社） 
藤田省三『始まりの本 天皇制国家の支配原理』2012年1月、みすず書房（初版1966年7月、未来社） 
三宅泰雄『死の灰と闘う科学者』1972年9月、岩波新書 
三輪修三『工学の歴史 機械工学を中心に』2012年1月、ちくま学芸文庫（『機械工学史』2000年11月、
丸善版の改訂増補） 
安富歩『原発危機と「東大話法」 傍観者の論理・欺瞞の言語』2012年1月、明石書店 
吉岡斉『新版 原子力の社会史 その日本的展開』2011年11月、朝日新聞出版 
                              （2012年2月10日） 
 
 
 （ 追 記 ） 脱 稿 後 に 写 真 家 近 藤 篤 弘 先 生 か ら 『 原 子 力 平 和 利 用 の 栞 』 を い た だ い た 。 こ れ
は1955年11月1日～12月12日に日比谷公園を会場とした原子力平和利用博覧会（アメリカ情報局・読
売新聞社主催）の栞である。博覧会は原子力に好意的な世論形成をねらったCIAと正力松太郎の工作
によるものであった（有馬哲夫『原発・正力・CIA 機密文書で読む昭和裏面史』2008年2月、新潮新書）。
同年11月に保守合同、12月に原子力基本法が公布されている。
